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Ｐ０８０２３ 

 

（ナノテク・部材イノベーションプログラム・環境安心イノベーションプログラム） 

「希少金属代替省エネ材料開発プロジェクト」基本計画 

 

電子・材料・ナノテクノロジー部 

新エネルギー部 

 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

現在及び将来において我が国経済を牽引していく産業分野において、競争力を発揮し世界を勝

ち抜いていくために、多様な連携（川上・川下産業の垂直連携、材料創製・加工との水平連携）

による研究開発の推進により、当該市場のニーズに応える機能を実現する上で不可欠な高品質・

高性能の部品・部材をタイムリーに提供し、又は提案することができる部材の基盤技術を確立す

ることを目的とした「ナノテク・部材イノベーションプログラム」、及び環境・資源制約を克服

し循環型経済システムを構築することを目的とした「環境安心イノベーションプログラム」の一

環として本プロジェクトを実施する。 

希少金属は、我が国産業分野を支える高付加価値な部材の原料であり、将来的にも情報家電、

二次電池、モーター、太陽光発電パネル、輸送機械等の産業や、エネルギー分野における更なる

需要の拡大が見込まれる。しかし、途上国における著しい需要の拡大や、そもそも他の金属と比

較して、金属自体が希少であり、代替性も著しく低く、その偏在性ゆえに特定の産出国への依存

度が高いこと等から、我が国の中長期的な安定供給確保に対する懸念が生じている。これに対す

る具体的な対策として、平成１８年６月、資源エネルギー庁から報告された「非鉄金属資源の安

定供給確保に向けた戦略」において、①探鉱開発の推進、②リサイクルの推進、③代替材料の開

発、④備蓄、等が整理され、現在それぞれにおける具体的な対策が進められている。 

本研究開発は、この総合的な対策の一部として非鉄金属資源の代替材料及び使用量低減技術を

確立し、それらを通じて省エネ効果をもたらすことを目的としている。 

なお、平成１８年３月２８日に閣議決定された「第３期科学技術基本計画」では、「ナノテク・

材料分野」を「重点推進４分野」の一つとして位置づけ、これに優先的に資源配分することと

している。本研究開発は、同分野に列挙されている「戦略重点科学技術」のうち「資源問題解

決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術」にあたるものであり、文部科学省の

元素戦略プロジェクトと連携し基礎から実用化までの間隙のない支援体制を確立して行うもの

で、我が国の科学技術力の向上という観点からも極めて意義が高いものである。 

（２）研究開発の目標 

最終目標では、以下希少金属元素の使用原単位（一製品当たり）について現状と比較して以下

の低減が見込まれる製造技術を開発し、ユーザー企業、大学等の外部機関に対して機能評価のた

めにラボレベルで提供できる（試料提供）水準に至るまでの技術を確立する。また、製品の機能

や製造コストは少なくとも現状と同等を維持することを前提とする。 

対象元素 使用原単位の低減目標値 最終目標年度 

透明電極向けインジウム（Ｉｎ） 現状から５０％以上低減 平成２３年度末 

 
希土類磁石向けジスプロシウム（Ｄｙ） 

現状から３０％以上低減 

現状から１００％低減（代替） 平成２４年度 
希土類磁石向けネオジム（Ｎｄ） 

超硬工具向けタングステン（Ｗ） 現状から３０％以上低減 平成２３年度末 

排ガス浄化向け白金族（Ｐｔ） 現状から５０％以上低減 平成２５年度末 

精密研磨向けセリウム（Ｃｅ） 現状から３０％以上低減 平成２４年度末 

蛍光体向けテルビウム・ユウロピウム 

（Ｔｂ・Ｅｕ） 

現状から８０％以上低減 

 

平成２５年度末 

排ガス浄化向けセリウム（Ｃｅ） 現状から３０％以上低減 平成２３年度末 

  

 さらに、上記開発技術を始めとする希少金属使用低減効果が期待できる技術の実用化を進める。 
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（３）研究開発内容 

［委託事業］ 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき研究 

開発を実施する。 

①透明電極向けインジウム使用量低減技術開発 

②透明電極向けインジウム代替材料開発 

③希土類磁石向けジスプロシウム使用量低減技術開発 

④超硬工具向けタングステン使用量低減技術開発 

⑤超硬工具向けタングステン代替材料開発 

⑥排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発 

⑦精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発 

⑧蛍光体向けテルビウム・ユウロピウム使用量低減技術開発及び代替材料開発 

⑨Nd-Fe-B系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材料の開発 

⑩排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発、透明電極向けインジウムを

代替するグラフェンの開発 

本研究開発項目は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対して、産学官

の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業であり、委託事業として実

施する。 

 

［助成事業（助成率：２／３）] 

１）概要 

希少金属の使用量低減を加速するため、産業界で取り組まれている希少金属代替・低

減技術の実用化開発で、事業終了後数年に実用化することが期待される優れた提案に対

し、助成金を交付する。 

２）対象事業者 

日本に登記されていて、日本国内に本申請に係る主たる技術開発のための拠点を有し、

助成事業終了後、実用化を主体的に実施する事業者。 

３）研究開発テーマの実施期間 

２年を限度とする。（必要に応じて延長する場合がある。） 

４）研究開発テーマの助成率 

２／３以内 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

［委託事業］ 

研究開発項目①～⑤は、経済産業省により、企業、民間研究機関、独立行政法人、大学等（委

託先から再委託された研究開発実施者を含む）から公募によって研究開発実施者が決定され、

共同研究契約等を締結する研究体が構築され、平成１９年度より委託により実施されている。

平成２０年度より、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ」

という。）が本事業を運営・管理するに当たっては、外部有識者から構成される技術評価委員

会等を設置し、平成１９年度の進捗状況を踏まえた事業内容・計画及び実施体制の妥当性につ

いての審議に基づいた評価を行った上で委託して実施する。研究開発項目⑥～⑩はＮＥＤＯが

単独ないし複数の原則、本邦の企業、大学等の研究機関（原則、国内に研究開発拠点を有して

いること。ただし、国外企業の特別な研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得

の観点からの国外企業との連携が必要な場合はこの限りではない。）から公募によって研究開

発実施者を選定後、共同研究契約等を締結する研究体を構築し委託して実施する。 

また、各研究体の有する研究開発ポテンシャルの最大限の活用により効率的な研究開発の推

進を図る観点から、各研究体には研究開発責任者（テーマリーダー）を置き、その下に研究者

を可能な限り結集して効果的な研究開発を実施する。 

 

［助成事業（助成率：２／３）] 

本研究開発（希少金属代替・低減技術実用化開発）は、ＮＥＤＯが、原則本邦の企業、大学

等の研究機関（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外
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の企業等（大学、研究機関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設等の活用または国際標準

獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部分を、国外企業等との連携により実施すること

ができる。）から、公募によって研究開発実施者を選定し助成（助成率２／３）により実施す

る。 

 

（２）研究開発の運営管理 

［委託事業］ 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発責任者と密

接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに、本研究開発の目的及び目標に照

らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて設置される技術検討委員会等に

おける外部有識者の意見を運営管理に反映させるほか、四半期に一回程度、研究開発責任者等

を通じてプロジェクトの進捗について報告を受けること等を行う。 

また、本研究開発プロジェクトは、文部科学省の元素戦略プロジェクトと研究開発推進にあ

たり、お互いの研究開発成果・課題等について議論する。さらに、得られた研究開発成果につ

いては、合同シンポジウム等により積極的に公開する。 

 

［助成事業（助成率：２／３）] 

ＮＥＤＯは、経済産業省と密接な関係を維持しつつ、本制度の目的及び目標に照らして適切

な運営管理を実施する。また、必要に応じて、ＮＥＤＯに設置される技術検討委員会等におけ

る外部有識者の意見を運営管理に反映させる等を行う。具体的には以下の事項について運営管

理を実施する。 

 ①研究開発テーマの公募・採択 

a) ホームページ等のメディアの最大限の活用等により公募を実施する。また、公募に際

しては、機構のホームページ上に、公募開始の１ヶ月前（緊急的に必要なものであっ

て事前の周知が不可能なものを除く）には公募に係る事前の周知を行う。 

b) 機構外部からの幅広い分野の優れた専門家・有識者の参画による、客観的な審査基準

に基づく公正な選定を行う。特に、本事業では比較的短期間で技術の実用化・市場化

を行うことを目的とするものであることに留意し、達成すべき技術目標や実現すべき

新製品の「出口イメージ」が明確で、希少金属使用量低減に寄与する案件を選定する。 

c) 公募締切から７０日以内での採択決定を目標とし、事務の合理化・迅速化を図る。 

d) 選定結果の公開と不採択案件応募者に対する明確な理由の通知を行う。 

 ②研究開発テーマの評価 

 ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的

意義並びに将来の産業への波及効果等について、厳正な技術評価を適時適切に実施すると

ともに、その評価結果を踏まえ必要に応じて研究開発テーマの加速・縮小・中止等見直し

を迅速に行う。 

 

３．研究開発の実施期間 

［委託事業］ 

研究開発項目①～⑤については、平成２０年度から平成２３年度までの４年間とする。平成１９

年度に経済産業省が実施した「希少金属代替材料開発プロジェクト」事業について、平成２０年度

よりＮＥＤＯの事業として実施するものである。 

研究開発項目⑥、⑧については、平成２１年度から平成２５年度までの５年間とする。 

研究開発項目⑦については、平成２１年度から平成２４年度までの４年間とする。 

研究開発項目⑨－１及び⑨－２については、平成２１年度から平成２２年度までの約１年間とす

る。 

研究開発項目⑩については、平成２２年度から平成２３年度までの約１年間とする。 

研究開発項目⑨－３については、平成２３年９月から２４年９月までの約１年間とする。 

 

[助成事業] 

希少金属代替・低減技術実用化開発事業期間は、平成２４年度から平成２７年度までの４年間と

する。 
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４．評価に関する事項 

［委託事業］ 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義

並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の評価として、研究開

発項目①～⑤については、中間評価を平成２１年度、事後評価を平成２４年度に、研究開発項

目⑥～⑧については、中間評価を平成２３年度、事後評価を平成２６年度に、研究開発項目⑨

－１については、事後評価を平成２４年度に、⑨－２については、事後評価を平成２３年度に、

研究開発項目⑩と研究開発項目⑨－３については、事後評価を平成２４年度に実施する。また、

中間評価結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。な

お、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状

況等に応じて前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

［助成事業（助成率：２／３）] 

    ＮＥＤＯは、政策的観点から見た制度の意義、目標達成度、将来の産業への波及効果、効果

的な制度運営等の観点から、制度評価を実施する（事後評価を含む）。また、制度評価結果を

踏まえ必要に応じて制度の拡充・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期につい

ては、本制度に係る技術動向、政策動向や本制度の進捗状況等に応じて、適宜見直すものとす

る。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

研究開発成果については、ＮＥＤＯ、実施者ともサンプル提供等普及に努めるものとする。 

  

  ②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

   得られた研究開発の成果については、知的基盤整備又は標準化等との連携を図るため、必要に

応じて、成形体構造評価技術の確立に伴う設計に必要なデータベースの構築、規制動向の把握及

び標準案の検討や提案等を積極的に行う。  

 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に係る知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、すべ

て委託先に帰属させることとする。 

なお、国内外の研究開発動向を踏まえ、国際的な市場普及を見据えた知財戦略及び知財マネジ

メントを適切に行うこととする。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の研究開発動

向、政策動向、プログラム基本計画の変更、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の確保状

況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本

計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１

号二、３号に基づき実施する。 

 

（４）その他 

本研究によって得られたあらゆる知的財産、また本研究の過程又は成果に基づき開発したプロ

グラム、サンプル若しくは装置などの成果物について、本プロジェクト外（国内外）への供試・

開示については、事前に研究開発責任者とＮＥＤＯに連絡する。その際に、ＮＥＤＯが申請書の

提出を求めた場合は、これに応じ速やかに提出する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 
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（１）平成２０年３月 制定。 

（２）平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、「（１）研究開発の目的」

の記載を改訂。 

（３）平成２１年３月、新鉱種追加により改訂。 

（４）平成２１年１２月 

   ・研究開発項目⑥～⑧の委託者決定に伴う詳細目標と事業実施内容の確定による改訂。 

・「明日の安心と成長のための緊急経済対策（平成２１年度補正予算（第２号））」係る研究開 

発項目⑨の追加。 

（５）平成２２年３月、研究開発項目⑦－２目標の細分化に伴い改訂。 

（６）平成２２年６月、採択条件等反映のため、研究開発項目⑨－１および⑨－２の最終目標等を改

訂。 

（７）平成２２年１２月、「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策（平成２２年度補正予算（第 

１号））」係る研究開発項目⑩の追加。 

（８）平成２３年７月 

・研究開発項目⑨－１の後続テーマとして研究開発項目⑨－３を追加 

（９）平成２４年３月、希少金属代替・削減技術実用化開発を追加。 

（１０）平成２４年１１月、研究開発項目⑨－３の実施期間の変更、事後評価時期の変更、達成目

標の変更、中間評価の削除 

（１１）平成２５年３月 

   ・⑦－１、⑦－２の実施期間を平成２１年度～平成２４年度までの４年間に変更すると共に、  

本変更に伴い最終目標を変更。 

・「希少金属代替・削減技術実用化開発」の名称のうち、「削減」を「低減」に変更。 

（１２）平成２５年７月 

   ・⑥－１最終目標を変更 

（１３）平成２６年３月 

   ・根拠法変更に伴う修正。 

（１４）平成２７年２月 

   ・評価に関する事項（助成事業）を修正。 
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（別紙） 研究開発計画 

 

研究開発項目①「透明電極向けインジウム使用量低減技術開発」 

 

１．研究開発の必要性 

現行のＦＰＤ用ＩＴＯターゲットは抵抗値、可視光領域での光透過性、良好なエッチング特性、

アルカリ溶液での安定性の観点からＩｎ２Ｏ３－９０ｗｔ％＋ＳｎＯ２－１０ｗｔ％の組成比が主

に利用されている。したがって、ＩＴＯ製造におけるＩｎ原単位を４０％以上低減するために、従

来のＩＴＯ組成のＩｎ２Ｏ３量を４０％以上低減しても従来同等の導電性、エッチング性を維持す

る新規組成の開発を行う必要がある。ＳｎＯ２成分が増加すると抵抗率の上昇（高抵抗化）、難エ

ッチング等の課題が予想されるため、抵抗率の上昇を解決する手段として低電圧スパッタ技術の導

入、第４元素の添加を実施する。また、難エッチングの課題にはＨ２Ｏ添加法の導入と第４元素の

添加等を実施する。また、その後大型ターゲットの作製と工業化技術の開発を行うためには、第一

原理計算による組成の適正化とそれらを基にした小型装置による省Ｉｎ組成のＩＴＯ膜の実験的

立証が必要である。 

また、Ｉｎ量の使用原単位を１０％以上改善するため、インジウムの使用効率をほぼ１００％に

高めることができ、さらに真空装置を使わず、エッチング工程が不要でエネルギー削減が可能なＩ

ＴＯナノインクを使用した直接基板に描画する方法を開発する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）「スパッタリング法における透明電極向けインジウム使用量低減化技術開発」 

第４元素を添加することにより、ＩＴＯ中のＩｎ量を削減する新規組成ＩＴＯの開発を行い、かつ

別途薄膜化技術を開発し、従来のＩＴＯ組成で現状の薄膜のトータル厚さを削減する。これらの研究

開発によりＩＴＯ中のＩｎ使用原単位の４０％以上の削減を目標とする。 

 

１）新規ターゲット組成並びにその大型ターゲット焼成技術の開発 

 （ａ）新規ターゲット組成開発 

第一原理計算プログラムにより、超大規模シミュレーションをおこない、安定構造、状態密度、

電荷密度分布等の解析を行う。得られた結果を用い、新組成ＩＴＯ薄膜をコンビナトリアル実験手

法により作製し、低抵抗、エッチング性、光透過度、高屈折率を向上した新規ターゲットを開発す

る。 

計算機を用いた第一原理計算による手法とコンビナトリアル手法を用いた実験的検証の組み合

わせにより、効率的に新規組成の省Ｉｎ組成のＩＴＯ薄膜の開発を行う。基本的に第４元素は、で

きるだけ資源的に問題がないものを実施することとする。 

 

 （ｂ）新規ターゲット組成のスパッタプロセスでの支援技術開発 

当初、新組成が確定するまでは、ＳｎＯ２含有量を増やしたＩＴＯターゲット（ＳｎＯ２含有量

がＭａｘ．５０ｗｔ％）を作製し、基板上への成膜と薄膜評価を進める。第４元素を添加した新規

組成を受け、本プロセスで薄膜測定を行い、プロセスの効果を明らかにする。 

 

 （ｃ）新規ターゲットの開発（新規組成ターゲットの工業化技術開発） 

ターゲットの大型化の問題点として、割れ、反り、低密度化がある。これらを解決するために、

新規組成ターゲットの工業化技術開発を行う。 

 

２）透明電極膜の薄膜化スパッタ技術開発 

１）の第４添加元素含有新組成の検討をするのと並行して、薄膜化（現状のＩＴＯ膜構成よりも

薄い膜厚）スパッタ技術によるＩｎの省資源化を目指す。 

 

（２）「非スパッタリング法による透明電極向けインジウム使用量低減技術開発」 

ＩＴＯナノインク塗布法の導入により、装置内壁付着とエッチングでロスしている分をなくし、従

来ターゲットとして大量に循環していたＩｎの削減を目指す。これらにより、製造工程で使用してい

るＩｎ使用原単位の１０％を削減する。 

１）インクジェット法塗布用ナノインク開発 
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現在広く実施されている液相法により得られるＩＴＯ粒子は一次粒子径１０～５０ｎｍの凝集

粒子で、その粉末抵抗値は～０．１Ωｃｍである。インクジェット法にて薄膜（膜厚＜２００ｎｍ）、

低表面粗さ（Ｒａ＜１０ｎｍ）の要求を達成するためにインク化工程で強力な分散処理を行うが、

完全に分散することはできず、歩留まりも悪く、さらにＩＴＯ粒子表面の酸化等により抵抗値が急

激に上昇してしまうと言った問題がある。これを解決するために、ゾル－ゲル法を主流とした、現

行法を改良又は全く新規に開発する新規単分散ＩＴＯナノ粒子合成法の開発を行い、インクジェッ

ト法に適した工業化技術開発を実施する。 

 

２）静電塗布用ナノインク開発 

粒子合成では、大量生産の指標である、合成系の金属イオン濃度が０．１ｍｏｌ／Ｌ以上となる

濃厚系での液相反応について、特に形態制御と単分散を実現するために、単分散粒子合成の一般的

手法である、ゲル－ゾル法をさらに発展させて、ＩＴＯ単分散ナノ粒子合成技術の完成を目指す。

また、形態制御された比較的大型のナノ粒子（数十ｎｍ）とその大型ナノ粒子を結合させるための

数ｎｍの粒子を合成し、最密充填を実現するための分布とその分布を実現するための静電塗布法を

開発する。 

 

３）シミュレーション 

ナノ粒子の形状及びその集合分布を様々に変化させる事が可能なプログラムを開発する。それを

用いて、さまざまなナノ粒子形状についてのシミュレーションを行い、表面充填率とナノ粒子量と

の関係から、塗布剤の最適な充填率を決定する。得られた結果を実験にフィードバックする。 

 

３．達成目標 

中間目標：平成２１年度 

（１）新規ターゲット組成では、小型スパッタリングの実験装置でシート抵抗５０

Ω／ｓｑを実現する。  

薄膜化スパッタ技術開発では、ＩＴＯ膜厚を１００ｎｍ以下で透過率８５％以上

（測定波長５５０ｎｍ）を達成する。  

以上の結果からＩｎの使用原単位を４０％以上削減できることを実験的に立証す

る。  

（２）ナノインクによる電導膜について、透過率８０％以上、ヘイズ２％以下、表

面抵抗率１０００Ω／ｓｑ以下を達成可能な塗布法の開発を目標とする。  

以上の結果からＩｎの使用原単位を６％以上削減できることを実験的に立証する。  

 

最終目標：平成２３年度 

（１）新規ターゲット組成では、所定の諸特性（体積抵抗率２００～２５０μΩｃ

ｍ、透過率は波長５５０ｎｍで８５％以上、エッチング性、高屈折率）を満足する

材料を開発する。また、新規組成ターゲット作製工程の最適化を行い高密度（９９．

５％以上）ターゲットの工業化技術を完成させる。  

薄膜化スパッタ技術開発では、スパッタリング法における大型ＦＰＤ用のＩＴＯ

膜の厚さを両面合せて現状値２２０ｎｍから１００ｎｍ以下とし、シート抵抗１６

Ω／ｓｑ（１６０μΩｃｍ）以下、透過率８５％以上（測定波長５５０ｎｍ）とす

る製造技術を開発することを目標値とする。  

以上の技術を確立しＩｎの使用原単位を４０％以上削減できる工業化・製造技術

を確立する。  

（２）インクジェット法では、焼成温度２００∼３００℃、膜厚＜１５０ｎｍ（Ｒａ

＜１０ｎｍ）、抵抗値＜５ｘ１０－３Ωｃｍ、透明性＞９６％（４５０∼８００ｎｍ）、

耐擦性＞３Ｈを満足するＩＴＯインクの確立を目指し、Ｉｎ使用原単位削減率１

０％を達成可能なインクジェット用ナノインクの開発を目標とする。  

静電塗布法では、塗布プロセスと条件の最適化により、焼成温度２００℃以下で、

膜厚２００ｎｍ以下、透過率９０％以上、ヘイズ１％以下、表面抵抗１００Ω／ｓ

ｑ以下を目指し、Ｉｎ使用原単位削減率１０％を達成可能な塗布法の開発を目標と

する。  

以上の技術を確立しＩｎの使用原単位を１０％以上削減できる工業化・製造技術
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を確立する。  

上記（１），（２）の目標達成により、現在のＩＴＯ薄膜で使用されているＩｎ使

用原単位の５０％削減を達成する。 

 

研究開発項目②「透明電極向けインジウム代替材料開発」 

 

１．研究開発の必要性 

現状では、フラットパネルディスプレイ用透明電極は、ほぼ全面的にマグネトロンスパッタ製膜

にて蒸着されたＩＴＯ透明導電膜が採用されている。酸化亜鉛系材料は、その優れた光学的・電気

的特性によって、従来からＩＴＯ代替材料として最も有力な候補の一つであるが、製膜の均一性、

光学的・電気的特性、耐熱性、耐薬品性等の特性値について所定の目標値を満足する必要がある。 

したがって、酸化亜鉛系材料を対象にＩＴＯ代替材料として利用可能な材料開発を実施する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）酸化亜鉛系混晶材料による高性能透明電極用材料の開発 

酸化亜鉛の構成元素を他の様々な元素で置換した新しい混晶半導体を開発し、酸化亜鉛系材料

の電気的特性及び化学的安定性を、液晶ディスプレイ用透明電極材料として実用に耐え得る水準

にまで向上させる。  

 

（２）酸化抑制型マグネトロンスパッタ製膜技術(材料技術を含む）の開発 

１）酸化抑制型マグネトロンスパッタ製膜技術の開発 

  ・酸化抑制製膜条件の最適化 

  ・製膜初期制御技術の開発 

    

２）低酸素含有ＺｎＯ系焼結体ターゲットの開発 

  ・最適ＺｎＯ系焼結体ターゲットの開発 

 

（３）酸化亜鉛系液晶ディスプレイの開発 

１）「大型基板対応製膜技術の開発」として、大型基板（第８世代－２，１６０ｍｍ×２，４６０

ｍｍ）に対応した製膜技術及び製膜装置の実現の見通しを得る。 

２）「透明導電膜部材（ＺｎＯ薄膜）の開発」として、耐熱・耐湿性、耐薬品性などの実使用条件

を満足する条件にて抵抗率変化１０％以下を達成する。 

３）「大型液晶パネルの応用開発」として、大型液晶ディスプレイを試作し、ＩＴＯ透明導電膜と

同等以上の表示信頼性を確保しつつ、紫色領域・青色領域・緑色領域において、透過率最大２％

増大を達成する。 

 

３．達成目標 

中間目標：平成２１年度 

スパッタ技術開発及び不純物の共添加等の材料開発により、化学的安定性、均一性に

優れる成膜技術を開発し、４インチレベルのパネル試作を実施する。 

 

最終目標：平成２３年度 

抵抗率、透過率、耐熱性、耐湿性、耐薬品性等の透明電極として使用に耐えうる諸特

性を満足し、酸化亜鉛系材料及びその成膜技術を確立する。酸化亜鉛系材料を例えば

液晶ディスプレイのカラーフィルター側の透明電極に適用することにより、インジウ

ム使用原単位の５０％以上低減を達成する。 

・抵 抗 率：４．５×１０－４Ωｃｍ以下 

・透 過 率：可視光平均透過率８５％以上 

・耐 熱 性：抵抗変化率≦１０％（２３０℃、大気中３０分） 

・耐 湿 性：抵抗変化率≦１０％（６０℃、９５％、５００時間） 

・耐薬品性：可視光透過率の変化率≦２％ 
（ＮａＯＨ（５％）又はＨ２ＳＯ４（５％）室温１０分浸漬） 
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研究開発項目③「希土類磁石向けジスプロシウム使用量低減技術開発」 

 

１．研究開発の必要性 

現状の商用焼結磁石の保磁力は、理論値である異方性磁場（９０ｋＯｅ）の１０％程度の値に留

まっている。これはＮｄ２Ｆｅ１４Ｂ主相の結晶粒界で結晶磁気異方性が小さくなるウイークポイン

トが存在し、そこを起点として逆磁区が核生成するためと考えられている。よって、永久磁石の保

磁力を上昇させるには、（１）逆磁区の発生頻度を下げるために磁石粒子のサイズを小さくするこ

と、及び（２）Ｎｄ２Ｆｅ１４Ｂ相と粒界相との界面の状態を制御することが必要である。そこで、

この２点を実現するための技術と指導原理を追求し、保磁力の向上を目指す。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）「結晶粒の微細化・原料粉末最適化による保磁力向上技術の開発」 

 焼結磁石における結晶粒を数ミクロンサイズになるよう微細化することで、ジスプロシウム添加量

を低減しても高保磁力が得られる焼結磁石の作製プロセスを確立する。 

１）次世代焼結磁石用原料合金の研究開発 

結晶粒径と元素分布を制御することにより、高い保磁力が引き出せる原料合金を開発する。 

２）超微細結晶粒焼結磁石作製プロセスの開発 

   結晶粒径制御により高保磁力焼結磁石の作製プロセスを開発する。 

３）高保磁力磁石の焼結組織最適化に関する研究 

   Ｎｄ－ｒｉｃｈ相等の組織形態制御により焼結組織の最適化を図る。 

 

（２）「界面ナノ構造制御による保磁力向上技術の開発」 

 強磁場プロセス、薄膜プロセス、組織制御等を検討してＮｄ－Ｆｅ－Ｂ系焼結磁石の界面ナノ構造

を制御し、主相界面の格子整合性を向上させてジスプロシウム添加量の低減と高保磁力の実現の指針

を得る。さらに、これらの指針をもとにジスプロシウムを磁石試料中で保磁力増加に効果的な部位に

必要量のみを添加するジスプロシウム有効活用技術を開発し、ジスプロシウム添加量の削減を図る。 

 １）強磁場を用いた界面構造制御による保磁力向上の研究 

強磁場熱処理による粒界相の結晶配向を用いて、この界面構造をより均一にして高保磁力化を

目指す。  

 ２）薄膜プロセスで制御した理想界面による保磁力向上の研究 

理想的な磁石薄膜と粒界相物質を成膜し、磁化反転のモデル実験を行うことにより、保磁力

のメカニズムを解明する。 

 ３）焼結磁石の組織制御による界面ナノ構造最適化の研究 

ジスプロシウムの拡散制御技術の検討により結晶粒表面にジスプロシウムを優先偏析させる

技術を開発する。 

 

（３）「界面構造解析と保磁力発現機構解明による指導原理の獲得」 

 Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系焼結磁石の界面ナノ構造や磁化過程の詳細な解析をすることによって、現状の保

磁力が異方性磁場（９０ｋＯｅ）の１０％程度の値に留まっていること、従来の研究から結晶粒を小

さくしても保磁力がある結晶粒径で急激に低減すること、等の理由を解明し、さらには計算科学を駆

使することによって保磁力向上の指導原理を獲得する。得られた情報は上記項目（１）、（２）の製造

プロセスへ還元する。 

 １）ナノ組織解析・原子レベル元素分析による界面構造評価 

焼結磁石の粒界ナノ構造を原子レベルで解析し、粒界構造と保磁力の因果関係を解明する。 

 ２）中性子小角散乱法による平均界面構造評価と保磁力 

中性子小角散乱測定により、保磁力の起源となる磁石内部の平均界面構造を明らかにする。 

 ３）微小結晶粒子集団における磁化反転機構と制御法の研究開発 

磁化反転機構解析により保磁力の決定要因を解明する。 

 ４）希土類磁石の保磁力機構に関する理論研究 

第一原理計算に基づく微視的立場から焼結磁石の保磁力の発現機構を明らかにする。 

 

（４）「自動車用磁石への応用」 

 自動車用磁石、特にハイブリッド自動車の駆動モータは、現在ジスプロシウム添加Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ
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系磁石の大きな応用先である。本研究の遂行によって高保磁力高性能なＮｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を開発

できれば、ジスプロシウム使用量の削減が最も効果的に実施できると考えられることから、例えば開

発磁石の耐久性評価、モータ適用時の磁石の最適形状設計等といった当該分野への応用について検討

を行う。得られた情報は、各製造プロセスへ還元するとともに更なる高性能化への指針とする。 

 

３．達成目標 

中間目標：平成２１年度 

結晶粒径の微細化、強磁場プロセスによる界面ナノ構造制御技術等の開発により、ジ

スプロシウム使用量原単位 20%削減を達成する。 

 

最終目標：平成２３年度 

下記の各項目について目標を達成し、ジスプロシウム使用原単位を３０％以上削減可

能な技術を確立する。 

（１）結晶粒径２μｍで元素濃度分布を最適化した原料合金、並びにジスプロシウム

フリーで結晶粒径２μｍ以下の焼結磁石、における量産化技術の確立。 

（２）強磁場プロセスやジスプロシウム有効活用技術の導入等によって、高保磁力化

の実現（１０ｋＯｅ増加）。 

（３）内部又は界面の微細・平均構造と保磁力との相関や磁化反転機構を明らかにし、

高保磁力省ジスプロシウム磁石開発における指導原理の確立。 

（４）モータ出力密度３倍のための開発要素の明確化。 
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研究開発項目④「超硬工具向けタングステン使用量低減技術開発」 

 

１．研究開発の必要性 

本研究開発では超硬工具（切削工具）のタングステン使用原単位を３０％以上低減するため、切

削工具の基材部分をタングステン使用量の少ない材料に置きかえる「硬質材料のハイブリッド化」、

及び工具の刃先近傍や表面以外について炭窒化チタンを主成分とする「複合構造硬質材料化」を図

るための技術開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）「ハイブリッド切削工具の開発」 

焼き入れ鋼用切削工具向けに、炭窒化チタン系硬質材料基材に切削チップの先端部としてｃＢＮ

（立方晶窒化ホウ素）を接合し、ロウ付けｃＢＮ切削工具と同等の切削性能を達成すると同時に、

接合部には１０００℃の耐熱性をもたせる。 

 １）異種材料のソリッド接合技術及びインサート材料の開発 

切削工具の切刃部に要求される特性を有する硬質材料と基材となる材料を接合する技術を開

発する。 

 ２）ハイブリッド切削工具の実用化技術の開発 

工業化に対応するため、実用工具における被接合材及び基材の形状設計、被接合材と基材の高

精度位置決め技術等を開発する。 

 

（２）「複合構造硬質切削工具の開発」 

一般鋼及び鋳鉄用切削工具向けに、複数の硬質材料粉末を用いて粉末複合化成形した３次元ブレ

ーカ付きＭ級切削チップを開発し、超硬合金工具と同等の切削性能を達成する。 

 １）多相組織硬質材料の開発 

多成分からなる多相組織硬質材料の焼結技術等を開発し、その特性を明らかにして超硬合金工

具の機能代替を達成する。 

２）複合構造硬質切削工具の実用化技術の開発 

多相組織硬質材料に３次元ブレーカが形成可能な複合構造硬質切削工具の実用化技術を開発

する。 

 

３．達成目標 

中間目標：平成２１年度 

（１）「ハイブリッド切削工具の開発」 

従来よりもタングステン使用原単位を２０％以上低減した硬質基材を開発し、

先端部ｃＢＮとの接合技術を開発する。 

 

（２）「複合構造硬質切削工具の開発」 

粉末複合化成形技術の開発により、タングステン使用原単位を１５％以上低減

する。 

 

最終目標：平成２３年度 

下記の各項目について目標を達成し、超硬工具（切削工具）のタングステン使用原単

位を３０％以上低減する。 

（１）「ハイブリッド切削工具の開発」 

１）焼入れ鋼用ｃＢＮ切削工具におけるタングステン使用原単位を４０％削減する。 

２）焼入れ鋼に対する高負荷連続切削試験でロウ付けチップと同等の切削性能を達

成する。 

 

（２）「複合構造硬質切削工具の開発」 

１）一般鋼又は鋳鉄用被覆超硬工具におけるタングステン使用原単位を３０％削減

する。 

２）３次元ブレーカつきＭ級精度の複合構造硬質工具による一般鋼の断続切削試験

で、コーティングを有する超硬合金と同等の切削性能を達成する。 
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研究開発項目⑤「超硬工具向けタングステン代替材料開発」 

 

１．研究開発の必要性 

本研究開発は、超硬工具（切削工具、耐摩耗工具）のタングステン使用原単位を３０％以上低減

するため、ＷＣ基超硬合金に代わる硬質材料として有望な炭窒化チタン（Ｔｉ（Ｃ，Ｎ））基サー

メットについて、新規サーメット基材の開発及び新規サーメットを基材とした新規コーティング技

術の開発を行い、切削工具及び耐摩耗工具に適用するサーメット及びコーティング技術を開発する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）「サーメット及びコーティングの基盤研究」 

サーメットの解析技術及び設計技術の開発、及び新規サーメット材料を開発するとともに、新規

コーティング技術を開発する。具体的には以下の３項目を実施する。 

１）「サーメットの解析及び設計技術の開発」 

 組織、特性及び焼結性等に関する基盤技術を確立する。 

２）「新規サーメット材料の開発」 

サーメットの組織や焼結収縮をより均一化し材料特性を改良するために、原料粉末として従来

の単純な混合粉末ではなく、あらかじめ固溶体化した粉末を用いてサーメットを製造し、組織や

特性を評価する。 

３）「コーティング技術の開発」 

サーメット基材上への安定したコーティングを可能とするために、コーティング時の加熱温度

を低温化した新規ＣＶＤコーティング技術の開発を行う。 

 

（２）「切削工具用サーメット及びコーティング技術の開発」 

上記（１）の成果を活用して、切削工具としてスローアウェイ切削工具や軸物切削工具（穴あけ

ドリル）用のサーメットを対象とし、強度、靱性、熱衝撃性等の材料特性の最適化、成形・焼結プ

ロセス技術の確立、コーティング向け積層化・傾斜組成化技術の確立、切削工具向けコーティン

グ技術の確立等を行う。開発したサーメット及びコーティングにより切削工具を作製し、これによ

り、鋼やアルミニウム合金等の総合的切削性能を達成する。 

 

（３）「耐摩耗工具用サーメット及びコーティング技術の開発」 

上記（１）の成果を活用して、耐摩耗工具として線引きダイス・プラグ等用の高硬度型サーメッ

ト及び製缶工具・圧粉金型等の高靭性型サーメットを対象とし、強度、靱性、熱衝撃性等の材料特

性の最適化、サーメット大型部材の成形・焼結技術の確立、被研削性・放電加工性等の改良、耐摩

耗工具向けコーティング技術の開発等を行う。開発したサーメット及びコーティングによりダイ

ス・プラグ用及び金型用耐摩耗工具を作製し、これにより、ダイス・プラグ及び金型としての総合

的耐摩耗工具性能を達成する。 

 

３．達成目標 

中間目標：平成２１年度 

下記の各項目について技術を確立する。 

・サーメットの組織形成シミュレーション技術 

・新規固溶体粉末を用いたサーメット合成技術  

・新規コーティング技術 

 

最終目標：平成２３年度 

下記の各項目について目標を達成し、新規炭窒化チタン（Ｔｉ（Ｃ，Ｎ））基サーメ

ット材料を開発することで、ＷＣ基超硬工具（切削工具、耐摩耗工具）よりもタング

ステン使用原単位を３０％以上低減する。 

（１）「サーメット及びコーティングの基盤研究」 

１）「サーメットの解析及び設計技術の開発」 

 積層体焼結（共焼結）のシミュレーション技術の確立と耐熱衝撃性や高温強度の機

構を解明する。さらに、組織形成と破壊メカニズムを解明する。また、成形体構造評

価技術を確立し、最終的に設計に必要なデータベースを構築する。 
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２）「新規サーメット材料の開発」 

下記の特性値を満足する新規サーメット材料を開発する。 

・抗 折 力：３ＧＰａ 

・破壊靱性値：１５ＭＰａ・ｍ１／２ 

・耐熱衝撃抵抗：７５Ｗ・ｍ－１／２ 

３）「コーティング技術の開発」 

サーメット基材上への安定したコーティングを可能とするために、コーティング時の

加熱温度を低温化（８００℃）した新規ＣＶＤコーティング技術の開発を行う。 

 

（２）「切削工具用サーメット及びコーティング技術の開発」 

切削工具用サーメットの成形・焼結技術、傾斜組成化技術等を確立し、下記の特性値

を達成する。 

・破壊靱性値：１３ＭＰａ・ｍ１／２ 

・熱 伝 導 率：３０Ｗ／ｍ・Ｋ  

・サーメット工具による鋼等の総合的切削性能 

このことで、軽切削用スローアウェイ工具で約７０％、穴明けドリル用（軸物）切削

工具で約７０％のタングステン使用原単位の低減を実現する。 

 

（３）「耐摩耗工具用サーメット及びコーティング技術の開発」 

耐摩耗工具用サーメットの成形・焼結技術、研削・放電加工技術等を確立し、下記の

特性値を達成する。 

・硬さＨＶ≧１４００で破壊靭性１３ＭＰａ・ｍ１／２以上の高硬度型サーメット 

・硬さＨＶ≧１２００で破壊靭性１５ＭＰａ・ｍ１／２以上の高靭性型サーメット 

・サーメット工具によるダイス及び金型の総合的耐摩耗工具性能 

このことで、ダイス・プラグ用耐摩耗工具で１００％、金型用耐摩耗工具で約９４％

のタングステン使用原単位の低減を実現する。 
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研究開発項目⑥－１「排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発」 

（遷移元素による白金族代替技術及び白金族の凝集抑制技術を活用した白金 

族低減技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

白金族は、自動車排ガス触媒を中心とする各種触媒、電気電子機器等に用いられており、排ガ

ス触媒向けを中心に世界的に需要が増加している。白金の新地金生産は年間約２１０ｔであり、

その９０％以上を南アフリカとロシアが担っている。白金の国内需要はおよそ３６ｔ、うち２７

ｔが自動車触媒向けであるが、供給の８０％を南アフリカに依存している。一方、南アフリカに

おいては、近年設備や安全上の問題による鉱山閉鎖、電力不足による操業停止等、供給懸念が顕

在化している。 

今後、世界的な自動車需要の増加、及び特に日本・欧州を中心としたディーゼル排ガス規制の

強化により、排ガス触媒向け白金族の需要が拡大すると見込まれる白金生産の９０％を南アフリ

カとロシアが担っていることから、将来の排ガス触媒等の需要拡大に対する供給不足が発生し、

わが国の産業において成長阻害の懸念がある。 

本研究開発は、自動車排ガス触媒等の白金族使用原単位を５０％以上低減するため、以下の基

盤技術及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは、ディーゼル車両の排気ガス浄化触媒中の白金族使用量を５０％以上低減す

るために、遷移元素による白金族代替技術及び白金族凝集抑制技術を軸として、白金族使用量を

低減した酸化触媒（ＤＯＣ：Ｄｉｅｓｅｌ Ｏｘｉｄａｔｉｏｎ Ｃａｔａｌｙｓｔ）、リーン

ＮＯｘトラップ触媒（ＬＮＴ：Ｌｅａｎ ＮＯｘ Ｔｒａｐ Ｃａｔａｌｙｓｔ）、ディーゼル

パティキュレートフィルター（ＤＰＦ：Ｄｉｅｓｅｌ Ｐａｒｔｉｃｕｌａｔｅ Ｆｉｌｔｅｒ）

用触媒を実現するとともに、プラズマによる触媒活性向上技術、酸化触媒とＤＰＦ用触媒といっ

た異なる触媒の機能統合化技術を組合せたディーゼル向け排ガス浄化触媒システムを実現化す

ることを目的とする。 

（１）遷移元素による白金族代替に関する研究開発 

  遷移元素化合物の活性点の活性原理を明らかにするとともに、ＤＯＣ、ＬＮＴ、ＤＰＦに必要な

機能を明確化し、遷移金属化合物を使った活性点候補を決定する。また、ＤＯＣ、ＬＮＴ、ＤＰＦ

に対し、白金族使用量を減らした時に不足する機能を明確化し、遷移金属に置き換えた時の助触媒

等の活性向上策を決定する。 

（２）白金族凝集抑制手段に関する研究開発 

  低温時の活性が高い白金、ロジウム、パラジウムの各最適粒子サイズ、最適担体を明確化する。

また、耐久試験後に触媒活性の低下が小さい最適粒子サイズを保てる凝集（シンタリング）抑制手

法を開発する。 

（３）ＤＰＦの反応向上要素とその実現に関する研究開発 

  ＰＭ（パティキュレート・マター）の反応モデルの決定、ＤＰＦの触媒担持モデルの構築と、Ｄ

ＰＦへの触媒担持位置の明確化を行う。また、ＤＰＦの触媒担持における制御因子、ＰＭの酸化特

性を明確化し、耐熱試験後に触媒特性が確保できる触媒担持位置を特定する。 

（４）プラズマによる活性向上に関する研究開発 

  プラズマによる触媒の反応性向上原理の解明、触媒設計指針の明確化と触媒の改良、プラズマ反 

応を受けやすい触媒構造と組成の決定を行う。 

（５）排気触媒統合化に関する研究開発 

現行の触媒システム（「ＤＯＣ」＋「ＬＮＴ」＋「ＤＰＦ」の３つの触媒からなるシステム）の

機能統合化（「ＤＯＣ＋ＤＰＦ」＋「ＬＮＴ」等からなるシステム）のために、ＤＯＣ機能の明確

化、ＰＭ浄化に対する課題の明確化、触媒システムの機能を統合化した時の課題を明らかにして、

解決方法を確立し、システムの構成を決定する。 

（６）遷移元素化合物の実触媒化、量産化に関する研究開発 

  ＤＯＣ、ＬＮＴ、ＤＰＦそれぞれの触媒について、実触媒化、量産化技術を確立するために、使 

用量低減に対する課題の明確化と課題の解決方法の立案、耐久試験後（触媒入口温度７００℃で１

００時間後）の特性が保たれる触媒仕様の明確化と仕様決定を行う。 
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３．達成目標 

  ディーゼルエンジンの排ガス浄化向け触媒の白金族使用原単位を 50%以上低減する基盤技術 

及び製造技術を開発することを目標とする。 

 中間目標：平成２３年度 

（１）遷移元素による白金族代替に関する研究開発 

・遷移元素酸化物によるＴＧ測定法（ＴＧ：Ｔｒａｎｓｉｅｎｔ Ｇｒａｔｉｎｇ Ｍｅｔｈｏ

ｄ過渡回折格子法）を開発する。 

・ＤＯＣ、ＬＮＴ、ＤＰＦ触媒用として触媒活性の向上策を決定し耐熱性向上技術の確立を行う。 

・ＤＯＣ、ＬＮＴ、ＤＰＦ触媒用として遷移元素活性点候補を３つ以上決定する。 

（２）白金族凝集抑制手段に関する研究開発 

・ＴＧを用い低温活性に最適なＰｄの最適サイズ、最適担体を明確化する。 

・Ｐｔ、Ｒｈを使い最適な担体で耐久試験後の貴金属サイズを実現する。 

（３）ＤＰＦの反応向上要素とその実現に関する研究開発 

・反応モデルの妥当性を検証し、ＰＭ反応モデルを決定する。 

・ＤＰＦの反応性を向上させる触媒担持位置を明確にする。 

・ＤＰＦの触媒担時における重要な制御因子を明らかにする。 

・ＰＭの酸化特性を明らかにする。 

（４）プラズマによる活性向上に関する研究開発 

・触媒に必要な機能を列挙し、試作・評価により触媒設計指針を明確にする。 

・常温にて酸素共存下で十分に機能するＮＯｘ分解触媒を絞り込む。 

・ハニカム、繊維等の構造やアルミナ等材料組成を検討し、プラズマに効果的な支持体構造と組

成を選定する。 

（５）排気触媒統合化に関する研究開発 

・白金族、白金族代替を用いた統合化した触媒システム全体での課題を明らかにする。 

・解決方策の具体案の検証を行い、耐久試験前で白金族使用量を８５％低減可能な統合化システ

ムを決定する。 

（６）遷移元素化合物の実触媒化、量産化に関する研究開発 

・耐久試験前において、ＤＯＣの白金族使用量６０％低減を可能とする触媒仕様を決定する。 

・耐久試験前において、ＬＮＴの白金族使用量７５％低減を可能とする触媒仕様を決定する。 

・耐久試験前において、ＤＰＦの白金族使用量１００％低減を可能とする触媒仕様を決定する。 

 

 最終目標：平成２５年度 

 （１）現行の触媒システム（「ＤＯＣ」＋「ＬＮＴ」＋「ＤＰＦ」の３つの触媒からなるシステム）

について、平成２１年１０月に施行される排出ガス規制（ポスト新長期対応ディーゼル排気

ガス基準）をクリアした、耐久試験後の触媒特性が確保できる触媒仕様を決定する。 

   ・ディーゼルシステム全体：白金族使用量７５以上％低減 

     ・ＤＯＣ単体：白金族使用量６０％低減 

     ・ＬＮＴ単体：白金族使用量７５％低減 

     ・ＤＰＦ単体：白金族使用量１００％低減 

 （２）触媒機能を統合化した触媒システム（「ＤＯＣ＋ＤＰＦ」＋「ＬＮＴ」等からなるシステム）

について、平成２１年１０月に施行される排出ガス規制（ポスト新長期対応ディーゼル排気

ガス基準）をクリアした、耐久試験後の触媒特性が確保できる触媒仕様を決定する。 

    ・ディーゼルシステム全体：白金族使用量８５％低減 
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研究開発項目⑥－２「排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発」 

（ディーゼル排ガス浄化触媒の白金族使用量低減化技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

白金族は、自動車排ガス触媒を中心とする各種触媒、電気電子機器等に用いられており、排ガ

ス触媒向けを中心に世界的に需要が増加している。白金の新地金生産は年間約２１０ｔであり、

その９０％以上を南アフリカとロシアが担っている。白金の国内需要はおよそ３６ｔ、うち２７

ｔが自動車触媒向けであるが、供給の８０％を南アフリカに依存している。一方、南アフリカに

おいては、近年設備や安全上の問題による鉱山閉鎖、電力不足による操業停止等、供給懸念が顕

在化している。 

今後、世界的な自動車需要の増加、及び特に日本・欧州を中心としたディーゼル排ガス規制の

強化により、排ガス触媒向け白金族の需要が拡大すると見込まれる白金生産の９０％を南アフリ

カとロシアが担っていることから、将来の排ガス触媒等の需要拡大に対する供給不足が発生し、

わが国の産業において成長阻害の懸念がある。 

本研究開発は、自動車排ガス触媒等の白金族使用原単位を５０％以上低減するため、以下の基

盤技術及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは、ディーゼル排ガス浄化触媒システムにおいて、大量の白金族が使用され 

ている酸化触媒（ＤＯＣ：Ｄｉｅｓｅｌ Ｏｘｉｄａｔｉｏｎ Ｃａｔａｌｙｓｔ）と触媒付デ

ィーゼルパティキュレートフィルター（ＤＰＦ：Ｄｉｅｓｅｌ Ｐａｒｔｉｃｕｌａｔｅ Ｆｉ

ｌｔｅｒ）を対象とし、白金族金属の使用量を５０％以上低減するための技術開発を実施する。

基盤からプロトタイプ触媒製造までの必要な技術をシームレスにバランス良く取り組むことに

より、大型ディーゼル車を主たる対象として白金族金属の使用量を低減し、かつ高い浄化性能を

持つディーゼル排ガス浄化触媒システムの開発を目的とする。 

（１）白金族使用量を低減したディーゼル酸化触媒の開発 

  ディーゼル酸化触媒を対象として、以下の検討を相互補完的に実施し、ＨＣ／ＣＯ浄化性能、 

軽油燃焼性能、ＮＯ酸化性能を有する高活性・高耐久性触媒を開発する。 

 １）触媒活性種の探索と高度設計 

 触媒活性種である白金族金属と担体、白金族金属間及び添加物との相互作用を制御することに

より、協奏的な効果により高い活性・安定性を有する触媒活性種組成や構造を明らかにする。 

２）触媒種複合化技術の開発 

 触媒性能を最大限に発現させるために、複数の触媒活性種及び触媒担体をナノスケールで精密

に合成し，それらを複合化する触媒調製技術の開発研究を行う。 

３）担体の設計と高度化 

 白金粒子の凝集の抑制と燃料や潤滑油ミストによる細孔閉塞を回避できる細孔構造を階層的

に多元構造化した、硫黄分に対する化学的耐性を有する担体の開発を行う。 

４）要素技術統合による実用候補触媒材料の抽出 

 各要素技術を相互補完ならびに技術統合することにより、白金族使用量低減につながる触媒設

計・合成技術を確立し、高性能な実用候補触媒の抽出を行う。 

（２）白金族代替ＤＰＦ用触媒の開発 

 触媒付ディーゼルパティキュレートフィルターを対象として、粒子状物質を直接酸化できる白 

金族代替触媒の開発を行う。具体的には、これまで高いスス燃焼性能を有することが見出されて

いる銀触媒の実用条件における活性を向上させ、白金触媒の活性へ近づけることで白金族代替銀

触媒を開発する。また、銀触媒のスス燃焼作用機構を解明するためのキャラクタリゼーションを

実施する。 

（３）触媒の部材化技術とシステム構築 

 項目（１）及び（２）で開発された新触媒材料について以下の検討を実施し、部材化の観点 

から白金族金属の使用効率向上を図る。 

１）ハニカム基材へのコート技術の最適化 

 多層化、機能分離あるいは機能傾斜コート技術により、白金族使用量を低減した高性能新規酸

化触媒及び高性能の白金族代替ＤＰＦ触媒を開発する。 

２）触媒システム構築 
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 開発した酸化触媒及び触媒付ＤＰＦの実用性評価を実施し、これらを白金族低減という観点で

最も効率的に組み合わせる排ガス処理触媒システムの設計を行う。 

（４）実用触媒製造技術の確立 

 項目（１）～（３）で得られた成果を統合し、実用化のための開発として以下の検討を実施し、 

プロトタイプ触媒の試作と評価を行い、実用化の目途をつける。 

１）触媒の改良 

 確立した各要素技術のブラッシュアップを図り、抽出した有望な実用候補触媒群の実用性能改

良を実施する。 

２）触媒大量調製技術の開発 

 プロトタイプ触媒の試作に向けて有望な実用候補触媒を大量に調製するための技術開発を行

う。 

３）プロトタイプ触媒の試作・評価 

 実機サイズのハニカム及びＤＰＦにコーティングした触媒を試作し、実機を用いたベンチ評価

を行う。 

 

３．達成目標 

 ディーゼルエンジンの排ガス浄化向け触媒の白金族使用原単位を５０％以上低減する基盤技術及

び製造技術を開発することを目標とする。 

 中間目標：平成２３年度 

（１）白金族使用量を低減したディーゼル酸化触媒の開発 

・活性種・複合化・担体高度化技術：活性・安定性が高く、実用的な反応条件の変動にも対応でき

る触媒活性種を開発する。複合ナノ粒子を担体に固定化する技術を開発する。担体の長期性能改良

の指針を得るとともに、触媒活性種を効果的に担持する技術を開発する。 

・担体設計実用化技術：担体用粉末粒子の試作規模をパイロットレベルに高めて実証試験を行うと

ともに、実排ガス試験用の担体用粉末を提供する。 

・触媒機能高度化技術：解明された触媒活性の制御因子に基づいた白金族使用量低減につながる触

媒設計指針を提案する。 

・複合ナノ粒子調製技術：解明された触媒成分金属の複合化に関する知見に基づき、白金族使用量

低減につながる触媒設計指針を提案する。 

・実用候補触媒の抽出：以上の技術に基づき、模擬排ガスを用いた条件で白金族使用量を従来より

４０％低減した酸化触媒を開発する。 

（２）白金族代替ＤＰＦ用触媒の開発 

・非白金族系ＤＰＦ用触媒のスス燃焼温度４００℃以下を達成し、白金族使用量を４０％低減した

ＤＰＦ触媒を開発する。 

（３）触媒の部材化技術とシステム構築 

・従来と比較して白金族使用量を１０％低減できる機能分離コート技術を開発するとともに、各研

究項目を総合した実用的なディーゼル排ガス触媒システムを提案する。 

 

 最終目標：平成２５年度 

（１）実用触媒製造技術の確立 

 平成２１年１０月に施行される排出ガス規制（ポスト新長期対応ディーゼル排気ガス基準）をクリ

アし、白金族使用量を５０％以上低減した触媒システムを開発する。 

 

 

・車両寿命相当以上の耐久性を有するディーゼル酸化触媒およびＤＰＦ用触媒を開発する。 

・プロトタイプ触媒の試作に向けて有望な実用候補触媒を大量に調製するための技術を確立する。 

・開発した触媒について、実機サイズのハニカムとＤＰＦを用いた触媒システムでトラックエンジ

ンを用いたベンチ評価を行い、課題を確認する。この課題を解決し、実用性をもった触媒システム

を開発する。 
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研究開発項目⑦－１「精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発」 

（代替砥粒及び革新的研磨技術を活用した精密研磨向けセリウム低減技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

セリウムは、フラットパネルディスプレイのパネルガラス、パソコン用ハードディスクドライ

ブ内のガラスディスクの研磨材として用いられている。世界最大のレアアース供給国である中国

からの輸出統計によれば、わが国は世界最大のセリウム消費国である（内需データが不明な中国

を除く）。わが国におけるセリウム需要の過半（５割以上）は、研磨材向けの需要によって占め

られており、その消費量は平成１９年現在９，０００ｔ（酸化物換算）ほどと推計されている。 

今後、テレビのフラット化進行などにより、全世界でフラットパネルディスプレイの主要用途

である薄型テレビの生産拡大が見込まれること、また新興国等におけるＩＴ化進行等によりハー

ドディスクドライブの主要用途であるパソコンの生産拡大が見込まれること等から研磨材料向

けセリウムの需要も拡大するものと思われる。 

希土類元素（レアアース）であるセリウムは、全世界における供給の９割強を中国が担ってい

ることから、将来の研磨材料等の需要拡大に対する供給不足が発生し、わが国の産業において成

長阻害の懸念がある。 

本研究開発は、研磨材料等のセリウム使用原単位を３０％以上低減するため、以下の基盤技術

及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは、精密研磨向けセリウム使用原単位を３０％以上低減するために、代替砥粒の

要求特性解明と代替砥粒の開発、革新的研磨技術を活用した研磨要素技術と研磨プロセス技術開発

を行うことを目的とする。財団法人三重県産業支援センター高度部材イノベーションセンター（Ａ

ＭＩＣ）に集中研究室を設置して研究開発を実施する。 

（１）研磨メカニズムの解明と代替砥粒の設計 

量子分子動力学シミュレーションと実験による研磨メカニズムの解明を行うことで、研磨に対す

る詳細なメカニズム解明を迅速に進めるとともに、精密な代替砥粒の設計を実現する。 

（２）代替砥粒の研究開発 

ペロブスカイト複合酸化物と既存砥粒改良型酸化物の両開発を迅速に行い有用な代替砥粒を得

る。 

（３）革新的な遊離砥粒研磨メカニズムに基づく酸化セリウム使用量削減要素技術開発 

フェムト秒レーザー等を使用したガラス研磨前処理技術の確立と砥粒による研磨速度向上技術

の確立、酸化セリウム砥粒使用量削減遊離砥粒研磨技術を確立するために電界砥粒制御技術・トラ

イボケミカル研磨技術の開発、ラジカル環境場を考える革新的融合研磨技術とその開発、研磨副資

材の研究開発を実施することにより、酸化セリウム使用量を削減する革新的な研磨メカニズムに基

づく精密研磨の要素技術を開発する。 

（４）革新的オングストロームオーダー表面創製技術の開発 

（１）～（３）の研究開発を統合し、フラットパネルディスプレイのパネルガラス向け電界砥粒

制御技術融合研磨技術を導入する片面大型迅速精密研磨の開発、及びハードディスクドライブ向け

ガラスディスク用両面超精密研磨技術の開発並びに省酸化セリウム遊離砥粒研磨技術を確立する

ための電界砥粒制御技術融合研磨技術の確立を行う。 

 

３．達成目標 

精密研磨向けセリウムの使用原単位を３０％以上低減する基盤技術及び製造技術を開発するこ

とを目標とする。 

 

 中間目標：平成２３年度 

 （１）研磨メカニズムの解明と代替砥粒の設計 

・量子分子動力学シミュレーションによる酸化セリウムによる研磨プロセスの電子論的メカニ

ズムの解明及び、既存砥粒と単純ペロブスカイト酸化物をモデル材とした研磨メカニズムの

解析によるモデル材の組成・構造と研磨特性の関連性を明らかにする。 

 （２）代替砥粒の研究開発 

・既存砥粒の研磨性能の把握・改良及び、複合酸化物を用いた代替砥粒構築プロセスの開発に
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より、ラボレベルで酸化セリウム使用量の５％の代替を達成する。 

 （３）革新的な遊離砥粒研磨メカニズムに基づく酸化セリウム使用量削減要素技術開発 

   ・電界配置制御された砥粒とガラス試料面における摩擦摩耗による化学反応を援用する研磨技

術の創出及びガラス基板と砥粒もしくはその分散媒が活発なラジカル反応場を醸成あるい

はフェムト秒レーザー等によるガラスの前処理の導入検討し、革新的な研磨技術を組み合わ

せた高度な精密研磨要素技術として従来研磨効率の３０％向上を達成する。 

 （４）革新的オングストロームオーダー表面創製技術 

・要素技術を、高速電界トライボ片面研磨技術及び革新的な前処理技術を導入する両面研磨技

術に適応することにより、ラボレベルで酸化セリウム使用量を１０％削減する精密研磨シス

テム技術を実験的に確立する。 

 

 最終目標：平成２４年度 

 （１）研磨メカニズムの解明と代替砥粒の設計 

   ・研磨プロセスシミュレータとコンビナトリアル計算化学手法を融合による酸化セリウム代替

砥粒の理論的最適化及び、既存砥粒と単純ペロブスカイト酸化物をモデル材とした研磨メカ

ニズムの解析による材料特性とその特性が研磨に関与する機構を明らかにする。 

 （２）代替砥粒の研究開発 

   ・代替砥粒とスラリーの最適化及び、複合酸化物を用いた代替砥粒の開発により、ラボレベル

で酸化セリウム使用量の１０％代替を達成する。 

 （３）革新的な遊離砥粒研磨メカニズムに基づく酸化セリウム使用量削減要素技術開発 

   ・酸化セリウム代替砥粒で構成したスラリーによる高効率な研磨手法の確立及び電界印加やガ

ラス基板表面にフェムト秒レーザー等により研磨環境や研磨前処理技術をコントロールす

ることで、従来研磨効率に対し４０％向上させる要素技術を開発する。 

 （４）革新的オングストロームオーダー表面創製技術 

   ・要素技術開発の成果を、高速電界トライボ片面研磨技術及び革新的な前処理技術を導入する

両面研磨技術に適応し、最適化することで、ラボレベルで酸化セリウム使用量を２０％削減

する精密研磨システム技術を開発する。 



 

20 

 

研究開発項目⑦－２「精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発」 

（４ＢＯＤＹ研磨技術の概念を活用したセリウム使用量低減技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

セリウムは、フラットパネルディスプレイのパネルガラス、パソコン用ハードディスクドライ

ブ内のガラスディスクの研磨材として用いられている。世界最大のレアアース供給国である中国

からの輸出統計によれば、わが国は世界最大のセリウム消費国である（内需データが不明な中国

を除く）。わが国におけるセリウム需要の過半（５割以上）は、研磨材向けの需要によって占め

られており、その消費量は平成１９年現在９，０００ｔ（酸化物換算）ほどと推計されている。 

今後、テレビのフラット化進行などにより、全世界でフラットパネルディスプレイの主要用途

である薄型テレビの生産拡大が見込まれること、また新興国等におけるＩＴ化進行などによりハ

ードディスクドライブの主要用途であるパソコンの生産拡大が見込まれることなどから研磨材

料向けセリウムの需要も拡大するものと思われる。 

希土類元素（レアアース）であるセリウムは、全世界における供給の９割強を中国が担ってい

ることから、将来の研磨材料等の需要拡大に対する供給不足が発生し、わが国の産業において成

長阻害の懸念がある。 

本研究開発は、研磨材料等のセリウム使用原単位を３０％以上低減するため、以下の基盤技術

及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは精密研磨における酸化セリウムの使用量を３０％以上低減するため、(a)従

来と同等以上の研磨特性を有し酸化セリウムの成分比を３０％削減した研磨材を開発すること、

および(b)従来と同等の酸化セリウムの使用量で研磨能率を４０％以上向上することを目指す。

従来の遊離砥粒研磨技術では研磨能率が向上すると、それに呼応して仕上げ面粗さも悪化する。

これに対して新しい研磨技術である４ＢＯＤＹ研磨技術の複合粒子研磨法ではこうしたトレー

ドオフの関係が打破され、高い研磨能率と優れた仕上げ面粗さをともに達成することができる。

こうした観点から４ＢＯＤＹ研磨技術の４つの要素である、砥粒、メディア粒子、工具（研磨パ

ッド）、プロセス技術に注目し、それぞれに関した開発を実施することで総合的にガラス質工作

物の精密研磨における酸化セリウムの使用量低減に関する基盤技術の開発を行うことを目的と

する。 

（１）複合砥粒の研究開発 

  酸化セリウムの成分比を３０％以上削減し、従来研磨と同等以上の研磨特性を達成する無機複合

砥粒を開発する。その条件を満足する無機複合砥粒の構造や成分、化学的表面特性、幾何学的特徴

を見出す研究開発を実施する。また、コア部に有機物や空孔、シェル部に酸化セリウム（あるいは

代替酸化物）を配置したコアシェル構造を有し、かつ従来研磨と同等以上の研磨特性を達成する有

機無機複合砥粒を開発する。この際、最適な有機物の材質や機械的特性、コア部の比重等を探索す

る研究開発を実施する。 

（２）メディア粒子を用いた研磨技術の研究開発 

研磨能率と仕上げ面粗さなど従来研磨のトレードオフの関係を打破し、従来研磨と同等以上の

仕上げ面粗さで高研磨能率を達成するため、加工域に砥粒、工具（研磨パッド）、工作物、メデ

ィア粒子の４種類の固体（４ＢＯＤＹ）が存在する立命館大学 谷教授が新たな概念として提案

した複合粒子研磨技術の概念を適用し、その４番目の要素であるメディア粒子について、最適の

物質を探索する研究開発を実施する。メディア粒子としては親水性無機粒子と親水化処理を施し

た有機粒子の適用を検討し、最適の親水化処理についても検討する。 

（３）研磨特性を向上させる研磨パッドの研究開発 

化学的作用を活性化し研磨能率を高める可能性のある新しい素材からなる研磨パッドに関する

研究開発、およびフラットパネルディスプレイ基板のように大型工作物に関しても工作物中央部の

加工域へのスラリーの侵入を容易にし、工作物全面にわたって高能率に均質な研磨を実現する新し

い構造を持った研磨パッドに関する研究開発を実施する。この際、研磨パッドに含有させる物質の

作用メカニズムの明確化、工具に要求される物理的因子を明確化し、その物質の材質や幾何学的特

性を最適化する。 

（４）プロセス技術の研究開発 

水和膜の生成機能が高い軟質ガラス質工作物に対して全く砥粒を使用しない加工技術としてパ
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ッドエッチング法の適用を検討するための研究開発、および水和膜の生成機能がきわめて低い

硬質の水晶に対して水晶独自の特性である圧電効果を利用し研磨中に共振状態を実現して研磨

能率を高める技術に関する研究開発を実施する。本研究項目ではそれぞれの装置開発と本技術

に適した研磨パッドの開発およびプロセス技術の確立を目指す。 

 

３．達成目標 

精密研磨向けセリウムの使用原単位を３０％以上低減する基盤技術及び製造技術を開発するこ

とを目標とする。 

 

 中間目標：平成２３年度 

（１）複合砥粒の研究開発 

 １）無機複合砥粒の開発 

・酸化セリウムの成分割合を３０％以上減じ、代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の酸

化セリウム砥粒と同等の研磨特性（研磨能率と仕上げ面粗さの比が同一）を実現する無機複合砥粒

を見い出す。 

 ２）有機無機複合砥粒の開発 

・代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の酸化セリウム砥粒の研磨特性（研磨能率と仕

上げ面粗さの比）の１．４倍以上の研磨特性を実現する有機無機複合砥粒を見い出し、サンプルが

提供できる状態にする。 

（２）メディア粒子を用いた研磨技術の研究開発 

 １）有機メディア粒子を用いた研磨技術の研究開発 

・代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の酸化セリウム砥粒の研磨特性（研磨能率と 

仕上げ面粗さの比）の１．２倍の研磨特性を実現する有機メディア粒子を見い出し、サンプルが提 

供できる状態にする。 

 ２）無機メディア粒子を用いた研磨技術の研究開発 

・代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の酸化セリウム砥粒の研磨特性（研磨能率と仕

上げ面粗さの比）の１．４倍の研磨特性を実現する無機メディア粒子を見い出し、サンプルが提供で

きる状態にする。 

（３）研磨特性を向上させる研磨パッドの研究開発 

 １）多孔質熱硬化性樹脂研磨パッドの研究開発 

・代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の多孔質ウレタン研磨パッドあるいはセリアパッ

ドに比較して、１．４倍以上の研磨特性（研磨能率と仕上げ面粗さの比）を実現する多孔質研磨パッド

を見い出し、サンプルが提供できる状態にする。 

 ２）隙間調整型研磨パッドの研究開発 

・直径２００ｍｍのソーダガラスの工作物に対してうねりを発生させることなく均質に研磨することが可能

な研磨パッドを見い出し、サンプルが提供できる状態にする。 

（４）プロセス技術の研究開発 

 １）パッドエッチング技術の研究開発 

・代表的なガラス素材であるソーダガラスに対して従来の酸化セリウムを用いた研磨の研磨特性（研磨

能率と仕上げ面粗さの比）と同等の研磨特性を実現するパッドエッチング技術を確立する。 

 ２）共振研磨技術の研究開発 

・水晶の研磨特性（研磨能率と仕上げ面粗さの比）を従来の１．１倍以上にする研磨技術を実現する。 

   

 最終目標：平成２４年度 

 （１）セリウム使用量低減に寄与する複合砥粒の開発 

  ソーダガラスを中心とする種々の硝材に対し、 

・酸化セリウム使用量低減率３０％の無機複合砥粒を開発する。 

・酸化セリウム使用量低減率３０％の有機無機複合砥粒を開発する。 

 （２）セリウム使用量低減に寄与する複合粒子研磨法のメディア粒子の開発 

  ソーダガラスに対し、 

・研磨能率４０％以上向上できる有機メディア粒子を開発する。 

・研磨能率４０％以上向上できる無機メディア粒子を開発する。 

 （３）セリウム使用量低減に寄与する研磨パッドの開発 
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  ソーダガラスを中心とする種々の硝材に対し、 

・研磨能率４０％以上向上できる研磨パッドを開発する。 

・大型工作物の均一研磨を実現する。 

 （４）セリウム使用量低減に寄与するプロセス技術の開発 

  ソーダガラスを中心とする種々の硝材に対し、 

・軟質工作物に対して砥粒フリーの研磨技術を開発する・水晶の研磨能率を２０％以上向上する。 

・通常の砥粒と比較して研磨特性を向上させるラッピング砥粒の開発を行う。 
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研究開発項目⑧「蛍光体向けテルビウム・ユウロピウム使用量低減技術開発及び代替材料開発」 

（高速合成・評価法による蛍光ランプ用蛍光体向けＴｂ、Ｅｕ低減技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

テルビウムは、照明用三波長ランプ（蛍光灯）や液晶テレビのバックライトの蛍光体（緑色蛍

光体の付活体）として用いられている。ユウロピウムも同様に照明用三波長ランプや液晶テレビ

のバックライト用蛍光体（赤色蛍光体の付活体）として用いられている。世界最大のレアアース

供給国である中国からの輸出統計によれば、わが国は世界最大のテルビウム、ユウロピウム消費

国である（内需データが不明な中国を除く）。わが国におけるテルビウム需要の過半（７～８割）

は蛍光粉向けの需要によって占められており、その消費量は平成１９年現在１００ｔ（酸化物換

算）ほどと推計されている。また、ユウロピウム需要のほぼ全量は蛍光粉向けの需要によって占

められており、その消費量は平成１９年現在７０ｔ（酸化物換算）ほどと推計されている。 

今後、地球温暖化対策及び省エネルギー対策の進展を受けた白熱電灯から蛍光灯への切替拡大

により、全世界で照明用三波長ランプの生産拡大が見込まれること、またテレビのフラット化進

行などにより、全世界で液晶テレビのバックライトの生産拡大が見込まれることなどから蛍光粉

向けテルビウム・ユウロピウムの需要も拡大するものと思われる。 

希土類元素（レアアース）であるテルビウム・ユウロピウムは、全世界における供給の９割強

を中国が担っていることから、将来の蛍光粉等の需要拡大に対する供給不足が発生し、わが国の

産業において成長阻害の懸念がある。 

本研究開発は、蛍光灯等のテルビウム・ユウロピウム使用原単位を８０％以上低減するため、

以下の基盤技術及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは、蛍光ランプの蛍光体に含まれるＴｂ、Ｅｕの使用量を８０％以上低減する

ために蛍光ランプ用の材料及び新規製造プロセスの開発を行う。最新の高速理論計算手法、材料

コンビナトリアルケミストリを用いてＴｂ、Ｅｕ低減型蛍光体の開発、ランプの光利用効率を高

めるガラス部材の開発を行う。また、これらの材料のランプシステムの適合性を高速で評価する

基盤技術を確立する。製造プロセスとしては、製造工程の低温化技術の開発、蛍光体種別分離再

利用技術の開発を行う。 

（１）蛍光体のＴｂ、Ｅｕ使用量低減技術の開発 

本項目では、高速量子化学計算による組成設計指針を利用しつつ、融解合成および粉体流動合成

コンビナトリアルケミストリという蛍光体に適したコンビナトリアル合成を用いて、実用的なレベ

ルの発光効率を持ちＴｂ、Ｅｕの使用を３０％低減した新規蛍光体、熱・光照射に対して安定な希

土類代替蛍光体を見出す。また、これらの新規蛍光体の量産技術の開発を行う。 

（２）ランプ部材の開発 

本項目では、ランプ中の保護膜部材として使用する発光シリカガラス粉末等の開発とランプ中で

発生した可視光を効率よく外部に取り出すためのガラス管の表面処理技術の開発を行う。これらに

よってランプ光束を向上させ、Ｔｂ、Ｅｕの使用を３０％以上低減する。また、開発されたガラス

の量産方法について検討し、適切な量産方法について目処をつける。 

（３）ランプシステムにおける最適化・蛍光体省使用製造技術の開発 

本項目では項目（１）及び（２）で開発された材料についてランプでの適合性を高速で評価する

技術を開発することで材料開発を加速する。また、開発された部材の光学的特性等をシミュレーシ

ョン技術によって光利用効率等を最適化し、ランプ試作を行い、最終的な目標である蛍光ランプに

おけるＴｂ、Ｅｕの使用量を低減する。また製造工程における蛍光体のロスを２０％以上低減する

ために、蛍光体塗布プロセスの低温化と蛍光体種別分離再利用技術の開発を行う。 

 

３．達成目標 

蛍光体向けＴｂ、Ｅｕの使用原単位を現状から８０％以上低減する基盤技術及び製造技術を開発

することを目標とする。 

 

 中間目標：平成２３年度 

 （１）蛍光体のＴｂ、Ｅｕ使用量低減技術の開発 
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   ・Ｘ線構造解析シミュレーターの開発による蛍光体構造の決定、高速化量子化学計算を利用し

て蛍光体の発光効率を予測するまでの手法を確立し、少なくとも一つ実証例を示す。 

   ・ランプでの適合性、量産性に問題のないＴｂ、Ｅｕの使用を２０％低減できる蛍光体の組み

合わせを提示する。 

   ・蛍光体の励起発光メカニズム、劣化メカニズムの組成依存性を明らかにする。 

この見出された蛍光体の量産技術について目途をつける。 

 （２）ランプ部材の開発 

   ・従来のガラス・蛍光体と組み合わせて１５％以上高い光束を実現できるシリカ皮膜を開発す

る。 

   ・全方位光に対して従来のガラス管より１０％以上の取り出し効率を有するガラスを開発する。 

    量産化の方法について目途をつける。 

 （３）ランプシステムにおける最適化・蛍光体省使用製造技術の開発 

   ・蛍光体等の高速評価法を実際の材料に適用し、改良した上で方法論として確立する。 

   ・開発された材料を用いて実ランプ試作を行い性能試験を行い最終目標に向けての問題点を明

確にする。 

   ・各材料の光束向上への寄与を定量的に明らかにする。 

   ・ハロリン酸と３波長蛍光体の分離が可能になっていること。 

   ・１００℃程度低温化できるプロセス技術を開発する。また新材料に適用する場合の指針を得

る。 

（１）～（３）で開発された技術をあわせてＴｂ、Ｅｕの使用量を４５％以上低減することを目

標とする。 

 

 最終目標：平成２５年度 

 （１）蛍光体のＴｂ、Ｅｕ使用量低減技術の開発 

   ・ランプでの適合性、量産性に問題のないＴｂ、Ｅｕの使用を３０％以上低減できる蛍光体の

組み合わせを提示する。 

・この蛍光体の量産技術を確立する。 

 （２）ランプ部材の開発 

・従来のガラス・蛍光体と組み合わせて２０％以上高い光束が得られるシリカ保護膜を開発す

る。 

   ・全方位光に対して従来のガラス管より１０％以上の取り出し効率を有するガラスを開発する。 

・このガラス部材の量産方法について適切な方法を確立する。 

 （３）ランプシステムにおける最適化・蛍光体省使用製造技術の開発 

   ・ランプ構成の最適化によりＴｂ、Ｅｕの使用を５％低減できる蛍光体の使用量低減技術を開

発する。 

   ・ランプ製造工場内、市中で現在廃棄されている蛍光体が再利用できる技術を開発し、１０％

以上の蛍光体の使用量を低減する。 

   ・ランプ製造プロセスの改善により、蛍光体のロスを１０％程度改善する。 

 

 最終的には細管ランプなどの技術を併用し、（１）～（３）で開発された技術をあわせて従

来のものより製造時のＴｂ、Ｅｕの使用量を８０％以上低減することが可能なランプを提示

する。また、（１）の技術成果を用い、高効率に発光するＬＥＤ用蛍光体の候補を少なくと

も３つ提案する。 
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研究開発項目⑨－１「Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材料の

開発」 

（Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を代替する新規永久磁石の研究） 

 

１．研究開発の必要性 

我が国の低炭素社会実現に必要な電気自動車等の製品においては焼結永久磁石がキーデバイ

スであり、高保持力を得るためにレアメタルを使用している。これらレアメタルは一部の外国に

供給を依存しているため研究開発項目③でジスプロシウムの使用量低減技術を開発していると

ころである。しかし昨今の世界的な環境意識の高まりから今後、これら製品の需要増加が見込ま

れるため、中長期的な視点から抜本的な対策が求められる。 

このため、我が国の強みであるナノテク技術や新素材・部材の開発力を生かし、レアメタルに 

  依存しない低炭素社会の実現を可能とする新規永久磁石の研究開発を促進する必要がある。 

 

２．研究開発の概要 

  資源枯渇に脅かされない至極ありふれた元素である鉄と窒素を主原料とすることにより脱希 

少金属化を可能とさせ、現行のＮｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石の特性を凌駕するポテンシャルを持つ高飽

和磁束・高磁気異方性新規磁石材料の探索を行う。鉄－窒素系化合物として窒化鉄系材料と希土

類（Ｒ）－Ｆｅ－Ｎに着目し、モータ用途への応用展開をにらみつつ、ナノレベルの微細構造・

形成解析と磁気特性評価を通し、窒化鉄の所望相の合成技術指針の獲得とＲ－Ｆｅ－Ｎのバルク

化技術の構築を図る。 

 （１）「窒化鉄系材料の合成とその基礎特性把握」 

   これまで蓄積してきた窒化鉄薄膜に関する豊富な知見をもとに、これまで獲得してきたナノ粒 

子化技術を援用し、所望相であるＦｅ１６Ｎ２相が実現可能な直接合成あるいは間接合成技術の獲

得を目指す。 

 （２）「Ｒ－Ｆｅ－Ｎ系磁石の高性能化に向けた要素技術開発」 

   Ｒ－Ｆｅ－Ｎ系化合物の優れた磁気特性に着目し、これらを高充填でバルク化して高性能磁石

とするための要素技術を開発するため、磁性粉末やバインダ材料などの材料とパルス通電焼結法、

低温せん断圧縮法、超高圧法などのバルク化技術を検討する。また、非平衡相を作製できる薄膜

法や超高圧を用いて新たなＲ－Ｆｅ系化合物を探索する。 

 （３）「新規磁石材料の高特性化に向けた指導原理獲得」 

   アトムプローブなどの微細構造解析技術および電子顕微鏡観察によるナノ粒子の微構造観察 

技術を上記（１）項および（２）項で作製した新規磁石材料に適用し、粒子の粒径・形態や焼結 

状態、結晶配向性、組成分布等の構造情報を得て、新規磁石材料の高特性化に向け、それら構造 

的知見を合成・プロセス条件にフィードバックする。 

 （４）「モータの評価・解析」 

  新規磁石および希土類磁石を用いたモータの特性比較および新規磁石に適したモータ構造に 

関する検討で得られた知見を実証するため、実際に磁石モータを試作し、試験を行う。まずは先 

行して希土類磁石を用いたモータの試作・試験を行うことで、シミュレーションから実証試験ま 

でを一貫して行える態勢を作る。 

 

３．達成目標 

最終目標：平成２２年度 

 （１）窒化鉄系材料の開発 

   ・出来る限り早期に８０％以上のＦｅ１６Ｎ２相からなる微粒子を作製し、高性能磁石化に資す

る基 

本特性を確認する。 

・磁石化に向けて、より保磁力を高める磁性粉末の開発指針を得る。 

 （２）Ｒ－Ｆｅ－Ｎ系材料の開発 

・モータ用磁石としての実用を考え、保磁力２０ｋＯｅ程度を目標とする。 
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研究開発項目⑨-２「Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系複合材料の

開発」（超軽量高性能モータ等向けイットリウム系複合材料の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

超軽量かつ高性能な次世代モータ、発電機やＭＲＩ等の次世代医療診断機器等の実現のためには、 

高い磁場を発生させることのできるコイル（電磁石）が必要となる。 

イットリウムは光学ガラス、赤色蛍光体、自動車の排ガス処理用触媒等に利用されている稀少金

属である。イットリウムを用いた複合材料は、ジスプロシウムを含有するモータ部材に将来的に代

わる可能性があると期待されている。イットリウム系複合材は、次世代モータ、発電機、医療診断

機器等の実現には不可欠な材料であり、この開発を行う必要がある。   

  

２．研究開発の概要 

本プロジェクトは、ジスプロシウムを含有するモータ部材に将来的に代わる可能性のある次世代

モータ部材を実現するイットリウム系複合材料の開発を行う。イットリウム系複合材料は高温超電

導材料であり、線材形状をしていることから界磁巻線同期回転機への適用が可能である。超電導材

料は電気抵抗が零であることから損失なく電流を流すことができる。特に、イットリウム系超電導

体（ＹＢａ２Ｃｕ３Ｏｙ）は約９０ Ｋ以上の臨界温度（Ｔｃ）を有し、特に磁場中で高い臨界電流

（Ｉｃ）特性を示すことから、電動機等の回転機の磁場中での応用に適した材料である。しかしな

がら、コンパクトなモータを実現するためには効果的な磁場環境を作り出すことが必要であり、こ

の条件を満たすためには、強力な電磁力に耐え得る機械的な強度と共に接続損失低減のために単長

の長い線材が必要となる。そこで、本研究開発では、まず、必要な特性を有した超長尺イットリウ

ム系複合材料を作製するプロセスを開発する。並行して、更に希少金属の利用率の低減が期待でき

るプロセス開発を行うと共に、イットリウム系複合材料を用いたモータに対する構造最適化のため

の課題を抽出することを目的とした概念設計、巻線技術及び冷却技術等の要素技術開発を実施する。 

（１）超長尺イットリウム系複合材料における希少金属使用量低減技術開発 

本項目では、これまで国内で５００ｍ長複合材料を実現できている作製プロセスを選択し、イ

ットリウム系複合材料を用いた電磁石を実現するために必要なＩｃを超える高い特性を有した超

長尺複合材料を実現するプロセス開発を行う。 

（２）イットリウム系複合材料の製造工程における希少金属利用率等の効率向上技術開発 

本項目では、研究項目（１）で選択したプロセスに比べて現状では長尺作製実績は十分ではな

いものの原理的に高い原料収率が見込まれる作製手法において複合材料プロセスの開発を行うこ

とで、イットリウム利用率向上技術の開発を行う。 

（３）イットリウム系複合材料を用いた回転機要素技術開発 

本項目では超長尺イットリウム系複合材料を用いたモータに対する構造最適化のための課題抽

出を目的として、磁場、応力等のシミュレータの開発とこれを用いた構造評価を行なうと共にモ

ータ開発の基軸になる傘型等異形界磁巻線、サーモサイフォン式冷却方式の要素技術の開発を並

行して行う。 

 

３．達成目標 

最終目標：平成２２年度 

（１）３００Ａ／ｃｍ幅（＠７７Ｋ、自己磁場）の特性を有し、１ｋｍを超える超長尺複合材料作 

製を見通す。 

（具体的目標値） 

・１ｋｍ長複合材料を作製し、平均Ｉｃが２００Ａ／ｃｍ幅以上（＠７７Ｋ、自己磁場）

であることを実証する。 

・同条件で作製した１０ｍ長以上の複合材料でＩｃが３００Ａ／ｃｍ幅（＠７７Ｋ、自

己磁場）以上を実証する。 

（２）超電導層の連続形成プロセスにおいて、原料収率４０％以上を見通す。 

（具体的目標値） 

・全成膜領域に対し、静止成膜により原料収率４０％以上を実証する。 

・成膜領域の一部を通過する移動成膜により、静止成膜結果から予想される成膜量を実 

証する。 

（３）大容量回転機（５００ｋＷ級－１０００ｒｐｍ級）概念設計により、イットリウム系複合材 
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料による大型回転機の優位性を見通す。また、傘型界磁巻線の試作とその熱的、電磁気的、 

機械的特性評価およびサーモサイフォン式冷却試験とその冷却特性評価により、５００ｋＷ 

級－１０００ｒｐｍ級回転機の設計に資する。 

（具体的目標値） 

・磁場―応力―伝熱を連成した回転機評価用シミュレータを開発する。 

・上記シミュレータを用いた総合評価により傘型コイル利用回転機で従来の永久磁石 

回転機に比べ希少希土類元素使用量が１／１０となる成立性を示す。 

・Ｎｅを用いたサーモサイフォン式冷却装置において高速回転時の回転数と冷却能力 

の関係を明らかにし、回転機の冷却設計を可能にする。 
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研究開発項目⑨－３ 「Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を代替する新規永久磁石の実用化に向けた技術開発」 

 

 

１．研究開発の必要性 

ハイブリット自動車や電気自動車、情報家電、産業機器等のモータの高能率化においては永久

磁石がキーデバイスであり、日本で開発され最強の磁石と言われるネオジム磁石（Ｎｄ－Ｆｅ－

Ｂ系磁石）は高保磁力を得るためにジスプロシウム（Ｄｙ）を使用しているが、ネオジム（Ｎｄ）

やＤｙは一部の外国に供給を依存しており、研究開発項目③でＤｙの使用量低減技術を開発して

いるところである。しかし昨今の世界的な環境意識の高まりから今後、これら製品の需要増加が

見込まれるため、中長期的な視点から抜本的な対策が求められる。 

このため、我が国の強みであるナノテク技術や新素材・部材の開発力を生かし、Ｎｄ、Ｄｙに

依存しない新規永久磁石の研究開発を促進する必要がある。 

これまでにネオジム磁石そのものの代替として研究開発項目⑨－１で窒化鉄系やＲ－Ｆｅ－

Ｎ系（Ｒは希土類元素）の磁性材料の研究開発を行ったが、実用化までには至っていない。 

従って、ネオジム磁石を代替する新規永久磁石の実用化に向けた技術開発を行う必要がある。 

 

２．研究開発の概要 

資源枯渇に脅かされない元素を主原料とし、現行のＮｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石と同等の性能を有す

る新規磁石の開発を行う。開発にあたっては、モータ用途への応用展開をにらみつつ、ナノレベ

ルの微細構造・形成解析と磁気特性評価を通し、新たな磁性材料の成型技術の構築を図る。 

 

（１）さらなる磁性材料の探索 

Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系焼結磁石に代わる磁性材料の新たな探索と実用化技術開発に係る磁石化技

術の確立を目指し、① 新規磁石材料の探索、② 複合磁石の組織制御および成型技術の研究

開発を実施する。 

独自の経験則に基づく磁石材料探索マップの中で有望と思われる、ソフト／ハード複合材料

系およびハード／ハード複合材料系を基本構成とする人工格子膜磁石、およびＢｉ－Ｚｎ系、

Ｂｉ－Ｍｎ系低融点金属バインダを用いた上記構成のメタルボンド磁石の試作を通して、これ

らの磁石性能、耐久性等を評価し代替磁石の可能性を見極める。 

 

（２）磁石化技術の開発 

永久磁石をはじめとする磁性材料分野において、①「分散・表面修飾の基礎技術」、②「大量

合成技術」、③「バルク化技術」、④「評価・解析」、の４つの研究項目を設定し、窒化鉄ナノ粒

子を約１０ｇ／バッチで合成可能な技術の構築を目指す。また、特定粒径の窒化鉄ナノ粒子に対

する分散・表面修飾プロセスを構築し、バッチ当たりの全試料粒子のうち体積分率で 50%の粒子

が単分散できた状態を目指す。 

 

３．達成目標 

【目標】 平成２４年９月 

（１） さらなる磁性材料の探索 

① 新規磁石材料の探索：磁石材料探索マップの中で有望と思われる、代替磁石の可能性を見極

める。 

 

（２） 磁石化技術の開発 

①「分散・表面修飾の基礎技術」：単分散粒子５０ｖｏｌ％以上 

②「大量合成技術」：約１０ｇ／バッチの合成技術確立 

③「バルク化技術」： ナノ鉄粉末において磁性相充填率７０ｖｏｌ％以上のラボレベル実証 
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研究開発項目⑩-1 A「排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発、透明電極向け 

インジウムを代替するグラフェンの開発」 

（排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発／排ガス浄化用

触媒のセリウム量低減代替技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

 セリウムは、フラットパネルディスプレイやハードディスク向けガラス、デジタルカメラ等のレ

ンズの研磨剤、排ガス浄化用助触媒、紫外線カットガラス、蛍光体向け等の材料として用いられて

いる。世界最大のレアアース供給国である中国からの輸出統計によれば、わが国は世界最大のセリ

ウム消費国である（内需データが不明な中国を除く）。わが国におけるセリウム需要（平成２１年）

では、研磨材向けが約７９％、触媒向けが約１３％、紫外線カットガラス向けが約８％になってお

り、その消費量は平成２１年度現在約９，３００ｔ（酸化物換算）と推計されている。排ガス浄化

向けには、中国やインドをはじめとした世界的な自動車需要の増加、ガソリン車やディーゼル車の

排出ガス基準値の強化への対応、白金触媒の材料コスト削減のための助触媒としての使用量増、な

どにより引き続き使用量が増えることが想定される。セリウムは、この半年で、急激な価格上昇、

供給の大幅減に直面しているが、わが国が成長を期待する産業において成長を阻害する要因として

懸念され始めている。 

本研究開発は、排ガス浄化向けのセリウム使用原単位を３０％以上低減するため、以下の基盤技

術及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本研究開発は、自動車等エンジン排ガス浄化触媒に使用されているセリウム助触媒を対象に、そ

の使用量を３０％以上低減しても、現行触媒と同等レベルの酸素貯蔵能、ＨＣ／Ｃ浄化性能および

ＮＯ浄化性能を有する高活性、高耐久性触媒の開発を目的とする。 

（１）セリウム使用量を低減した微粒子触媒材の開発 

微粒子合成技術の開発と、希薄高分散した複合微粒子の組織制御を行い、セリウム量を低減も

しくは不使用材による触媒材の高度化を図る。 

（２）セリウム使用量を低減した酸素貯蔵能材の開発 

研究項目（１）で開発した微粒子材料をもとに、ガソリン車排気処理に必須となっている酸素

貯蔵能（ＯＳＣ）材への応用を図り、セリウム量低減もしくは不使用としてもＯＳＣ性能を保持

しうる新規ＯＳＣ材を開発する。 

（３）ガソリン車排ガス浄化触媒の開発 

項目（１）および（２）で得られた成果を統合し、ガソリン車で実用化するための触媒改良と

触媒大量調製技術を検討し、その浄化性能評価を実車レベルで行い、実用化可能性を検討する。 

    

３．達成目標 

排ガス浄化向けセリウム使用原単位を３０％以上低減する基盤技術及び製造技術を開発するこ

とを目標とする。 

 

最終目標：平成２３年度 

（１）セリウム低減触媒および不使用触媒について、基本原理を確立する。 

（２）セリウム低減触媒および不使用触媒について、大量調製技術を確立する。 

（３）セリウム使用量を３０％以上低減した、ガソリン車向け排ガス浄化触媒を製作、評価する。 
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研究開発項目⑩-1B「排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発、透明電極向け 

インジウムを代替するグラフェンの開発」 

（排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発／高次構造制御に

よる酸化セリウム機能向上技術および代替材料技術を活用したセリウム使用量

低減技術開発） 

 

１．研究開発の必要性 

セリウムは、フラットパネルディスプレイやハードディスク向けガラス、デジタルカメラ等の

レンズの研磨剤、排ガス浄化用助触媒、紫外線カットガラス、蛍光体向け等の材料として用いら

れている。世界最大のレアアース供給国である中国からの輸出統計によれば、わが国は世界最大

のセリウム消費国である（内需データが不明な中国を除く）。わが国におけるセリウム需要（平成

２１年）では、研磨材向けが約７９％、触媒向けが約１３％、紫外線カットガラス向けが約８％に

なっており、その消費量は平成２１年度現在約９，３００ｔ（酸化物換算）と推計されている。排

ガス浄化向けには、中国やインドをはじめとした世界的な自動車需要の増加、ガソリン車やディ

ーゼル車の排出ガス基準値の強化への対応、白金触媒の材料コスト削減のための助触媒としての

使用量増、などにより引き続き使用量が増えることが想定される。セリウムは、この半年で、急

激な価格上昇、供給の大幅減に直面しているが、わが国が成長を期待する産業において成長を阻

害する要因として懸念され始めている。 

本研究開発は、排ガス浄化向けのセリウム使用原単位を３０％以上低減するため、以下の基盤

技術及び製造技術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

以下の研究開発によりセリウム使用量を３０％以上削減する技術を確立する。また、触媒の設

計指針および実用化指針を確立する。 

（１）材料設計 

・理論シミュレーションを用いた研究開発支援、セリア高機能化の原理原則の解明に不可欠な、

セリアあるいは代替酸化物粒子のキャラクタリゼーションを実施する。 

・ 開発材料のキャラクタリゼーション、シンタリング特性、酸素吸放出特性を解析し、理論シ

ミュレーションと開発研究の橋渡しを行う。 

（２）セリウム低減のためのシーズ技術開発 

・ 各種ナノテク手法によるセリアの高機能化やセリアと他材料の複合化による高性能化、高耐

熱性のγ－アルミナの適用等の検討を実施し、その製造方法を確立するとともに、触媒とし

て評価する。 

・ 非セリア系新規材料として、フェライト（Ｆｅ）系材料、鉄シリカ系材料、あるいはそれら

のセリアとの複合ナノ粒子材料、活性金属としてはＰｔ、Ｐｄよりも安価な銀を選択するこ

とで希土類を全く使用しない耐熱性燃焼触媒、種々の新規ペロブスカイト系酸化物の開発を

行う。 

・ セリアと担体間の相互作用が変化しセリアのポテンシャルをより大きく引き出すための超臨

界ドライ担持法およびマイクロ波固液・超音波法を利用したプロセッシング技術の開発を行

う。 

・ 実排ガス・実機による性能評価を経て、実用性を評価する。さらに開発された新材料のコス

ト評価を行い、実用性に見合った大量生産技術を確立する。 

（３）実用触媒の観点に基づく評価指針と実用化の検討 

・ 本研究開発で開発された新規セリア系あるいは非セリア系材料を触媒化し、モデルガスによ

る性能評価により現行量産材との性能比較や特性を把握する。 

・ 実用触媒を使用する立場から材料開発の方向性を示す。本研究開発目標をクリアした開発材

料に関しては、エンジン単体ベンチでの実排ガス試験により、実用化の観点から評価を実施

する。 

 

３．達成目標 

排ガス浄化向けセリウム使用原単位を３０％以上低減する基盤技術及び製造技術を開発するこ

とを目標とする。 
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最終目標：平成２３年度 

（１）触媒の設計指針および実用化指針を確立する。 

（２）触媒の量産化技術を確立する。 

（３）セリウム使用量を３０％以上低減した、ガソリン車向け排ガス浄化触媒を製作、評価する。



 

32 

 

研究開発項目⑩-2「排ガス浄化向けセリウム使用量低減技術及び代替材料開発、透明電極向け 

インジウムを代替するグラフェンの開発」 

（透明電極向けインジウムを代替するグラフェンの開発／グラフェンの高品質

大量合成と応用技術を活用した透明電極向けインジウム代替技術の開発） 

 

１．研究開発の必要性 

   インジウムは、液晶テレビやパソコンモニター等のフラットパネルディスプレイのガラス上の

透明導電用にＩＴＯ（インジウムと錫の複合酸化物）として使用されている。この用途向けの消

費量は国内消費量の約９０％を占めているが、その他にも高効率の太陽電池として注目されてい

るＣＩＧＳ系太陽電池や、化合物半導体、蛍光体向けなどに使われている。ここ数年、鉱山開発

や、フラットパネルディスプレイ製造工程からのリサイクル化も進んでいるが、引き続き需要の

拡大が見込まれている。 

このような中、インジウムの使用量低減技術の開発、ＺｎＯによる代替材料開発を本プロジェ

クトでは平成１９年度より行っているが、インジウムの供給不安定による影響がなく、さらに新

たな機能を備えた代替材料の開発も進められ成果が発表され始めている。グラフェン等のナノ炭

素材料を用いた透明導電フィルムの開発は、炭素というありふれた材料を用いることから材料コ

スト低減や、フレキシブル用途への展開も可能であることから、我が国の産業競争力の向上が期

待できる。一方でグラフェンをＩＴＯ代替材料として実用化するためには、諸外国との開発競争

に勝ち、透明電極開発の優位性を確保することが重要な課題となっている。 

本研究開発は、ＩＴＯ代替を実現するため、グラフェンによる透明電極の基盤技術及び製造技

術を開発する。 

 

２．研究開発の概要 

本研究開発では、プラズマＣＶＤによる低温大面積グラフェン合成技術を基に、新しいナノ炭素

材料であるグラフェンの高品質化、大量合成法及び透明電極利用の技術を開発することにより、透

明電極材料としての優れた特性を引き出し、ＩＴＯ代替材料実現に資するグラフェンの開発を目的

とする。 

 

（１）高品質グラフェン合成技術の開発 

・ グラフェンの高品質化に適したプラズマ源およびプラズマＣＶＤの条件探索を通してプラ

ズマＣＶＤの最適化を図り、グラフェンの生成メカニズムを解明する。また生成基板であ

る銅箔の平坦性など表面特性を向上させ、グラフェンの高品質化を図る。 

・ ポリイミド樹脂フィルム基板に積層した銅の薄膜を基材としたグラフェンの合成技術を開

発し、銅の使用量低減によるグラフェン合成の低コスト化を図る。高品質グラファイトフ

ィルムや金属基板上の多層グラフェン膜を用いて、層間剥離法やエッチングレス製造方法

による高品質グラフェン膜や安価な製造法の検討を行う。 

・ 剥離・転写する際に酸化したグラフェンを水素等の還元性気体のプラズマにより低温還

元・高純度化する技術を開発する。ＣＶＤ合成中のドーピング、あるいは合成後の吸着ド

ーピングの他、カーボンナノチューブなどとの複合化によるグラフェンの高品質化を図る。

気体や固体の炭素源を出発原料としてプラズマや熱処理法を駆使してグラフェンを合成し、

それらを改質処理して多層グラフェン膜の高品質化を行う。 

 

（２）ロールｔｏロール大量合成技術の開発 

基板表面の前処理・グラフェン合成・グラフェン合成後の後処理を連続して行うプロセスを

開発する。また各プロセスの最適化を行い、ロールｔｏロール生成法に適用することで、グラ

フェンの大量合成技術を開発する。 

 

（３）透明フィルムの製造技術の開発 

グラフェンのパターン形成技術としてレーザーエッチング法を開発する。また銅箔上に形成さ

せたグラフェンをレーザーにより、透明基板上に剥離・転写する方法の開発と、転写と同時にパ

ターニングも行う技術を開発する。ＩＴＯで一般的で低コストなケミカルエッチング法を化学的

に安定なグラフェンに適用可能なパターニング技術を探索する。また、銅箔に合成したグラフェ

ンのＰＥＴフィルムへのロールｔｏ ロール転写法を開発する。 
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（４）透明導電性フィルムの性能評価 

透明導電性フィルム適用先であるタッチパネルに要求される電気的、光学的特性、および耐環

境性等信頼性の評価を行う。さらにグラフェン透明電極を利用したタッチパネルを試作する。 

 

３．達成目標 

グラフェンによる透明電極の実用化に向け、基盤技術及び製造技術を開発することを目標とする。 

最終目標：平成２３年度 

（１）幅６００ｍｍ、連続合成速度０．６ｍ／分以上が可能なロールｔｏロール装置を開発する。 

（２）線幅０．３ｍｍのグラフェンパターンニング技術を開発する。 

（３）３００ｍ幅のロールｔｏロールフィルム工程で、長さ５ｍ以上の連続転写法を開発する。 

（４）下記の特性を持つグラフェン透明導電膜をロールｔｏロールで製造する技術を開発する。 

 

      シート抵抗： ５００Ω／ｓｑ以下 

      透 過 率： ８７％以上 

       ｂ＊ ： ４以下 

     ヘ イ ズ： ３％以下 

     シート抵抗リニアリティ： ±１．５％以下 

 

 


